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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　耐圧容器内に、導電性ポリマーと水と前記導電性ポリマーに対する相溶性を有する有機
溶剤と二酸化炭素とを収容し、前記二酸化炭素が超臨界状態となるように、前記耐圧容器
内を加熱加圧することを特徴とする導電性ポリマーの導電性向上方法。
【請求項２】
　前記導電性ポリマーが、ポリスチレンスルホン酸の水溶液中で３，４－エチレンジオキ
シチオフェンを重合することにより得られる生成物及び／又はポリアニリンである前記請
求項１に記載の導電性ポリマーの導電性向上方法。
【請求項３】
　前記有機溶剤が、ジメチルスルホキシド、ポリエチレングリコール、Ｎ－メチルピロリ
ドン、及びＮ，Ｎ－ジメチルホルムアミドよりなる群から選択される少なくとも一種であ
る前記請求項１又は２に記載の導電性ポリマーの導電性向上方法。
【請求項４】
　前記加熱加圧が、７～２５ＭＰａに加圧しつつ、８５～１１０℃に加熱し、その温度及
び圧力を０．５～４時間にわたって維持することである前記請求項１～３のいずれか一項
に記載の導電性ポリマーの導電性向上方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
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　この発明は導電性ポリマーの導電性向上方法に関し、さらに詳しくは、ポリスチレンス
ルホン酸の水溶液中で３，４－エチレンジオキシチオフェンを重合することにより得られ
て成る導電性ポリマーの導電性を更に向上させることのできる導電性向上方法に関する。
【背景技術】
【０００２】
　ポリスチレンスルホン酸の水溶液中で３，４－エチレンジオキシチオフェンを重合する
とポリスチレンとポリ－３，４－エチレンジオキシチオフェンとの混合物である導電性ポ
リマーを得ることができる。
【０００３】
　この導電性ポリマーはBaytronなる登録商標にて市販されている（非特許文献１及び２
）。この導電性ポリマーの中でもBaytron Pなる登録商標にて市販されているものそれ自
体の導電率が１Ｓ／ｃｍであるとされているところ、５％ＤＭＳＯをこの導電性ポリマー
に添加すると添加後の導電性ポリマーの導電率が８０Ｓ／ｃｍに向上することが知られて
いる（非特許文献１及び２）。
【０００４】
　この導電性ポリマーは、ＩＴＯの代替品になるものと考えられている（非特許文献３）
。しかしながら、市場においてこの導電性ポリマーがＩＴＯに取って代わるものとして認
知されるには、この導電性ポリマーが前記ＩＴＯよりも優れた特性を有することが望まれ
る。すなわち、この導電性ポリマーの導電性を更に向上させる技術が望まれている。
【０００５】
【非特許文献１】純正化学株式会社のホームページ、導電性ポリマーBaytron[平成２０年
２月１２日検索]（URL：http://www.junsei.co.jp/Baytron_fig1.html）
【非特許文献２】ティーエーケミカル株式会社のホームページ、導電性ポリマー（導電性
高分子）Baytron(PEDOT)[平成２０年２月１２日検索]（URL：http://www.ta-chemi.co.jp
/PEDOT.html）
【非特許文献３】橋本定待、「Baytron（登録商標）、ＰＥＤＯＴ（ポリエチレンジオキ
シチオフェン）の開発とその応用」[平成２０年２月１２日検索]（URL:http://www.kanag
awa-iri.go.jp/kitri/kouhou/program/H17/pdf171019/1204.pdf）
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００６】
　この発明の課題は、ポリスチレンスルホン酸の水溶液中で３，４－エチレンジオキシチ
オフェンを重合することにより得られて成る導電性ポリマーを始めとする各種の導電性ポ
リマーの導電性をさらに向上させることのできる方法を提供することにある。
【課題を解決するための手段】
【０００７】
　前記課題を解決するための手段として、
請求項１は、
　耐圧容器内に、導電性ポリマーと水と前記導電性ポリマーに対する相溶性を有する有機
溶剤と二酸化炭素とを収容し、前記二酸化炭素が超臨界状態となるように、前記耐圧容器
内を加熱加圧することを特徴とする導電性ポリマーの導電性向上方法であり、
請求項２は、
　前記導電性ポリマーが、ポリスチレンスルホン酸の水溶液中で３，４－エチレンジオキ
シチオフェンを重合することにより得られる生成物及び／又はポリアニリンである前記請
求項１に記載の導電性ポリマーの導電性向上方法であり、
請求項３は、
　前記有機溶剤が、ジメチルスルホキシド、ポリエチレングリコール、Ｎ－メチルピロリ
ドン、及びＮ，Ｎ－ジメチルホルムアミドよりなる群から選択される少なくとも一種であ
る前記請求項１又は２に記載の導電性ポリマーの導電性向上方法であり、
請求項４は、
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　前記加熱加圧が、７～２５ＭＰａに加圧しつつ、８５～１１０℃に加熱し、その温度及
び圧力を０．５～４時間にわたって維持することである前記請求項１～３のいずれか一項
に記載の導電性ポリマーの導電性向上方法である。
【発明の効果】
【０００８】
　この発明によると、導電性ポリマー、特にポリスチレンスルホン酸の水溶液中で３，４
－エチレンジオキシチオフェンを重合することにより得られる重合体及びポリアニリンを
始めとする導電性ポリマーそれ自身の導電率を更に向上させることのできる方法を提供す
ることができる。
【発明を実施するための最良の形態】
【０００９】
　この発明に係る導電性向上方法では、導電性ポリマー、特にポリスチレンスルホン酸の
水溶液中で３，４－エチレンジオキシチオフェンを重合することにより得られる重合体及
び／又はポリアニリンと水と前記導電性ポリマーに対する相溶性を有する有機溶剤と二酸
化炭素とを収容し、前記二酸化炭素が超臨界状態となるように、前記耐圧容器内を加熱加
圧する。
【００１０】
　前記導電性ポリマーは、ポリスチレンスルホン酸とポリ－３，４－エチレンジオキシチ
オフェンとを含む。この導電性ポリマーは、ポリスチレンスルホン酸とポリ－３，４－エ
チレンジオキシチオフェンとの単なるポリマーブレンドではなく、ポリスチレンスルホン
酸における－ＳＯ３

－がポリ－３，４－エチレンジオキシチオフェンに配位してなる構造
を有すると考えられている。
【００１１】
　この導電性ポリマーは、「Baytron」の商品名で市販されている。この発明の方法に使
用可能な導電性ポリマーとして、「Baytron（登録商標）Ｐ」、「Baytron（登録商標）Ｐ
ＡＧ」、「Baytron（登録商標）ＰＨ」、「Baytron（登録商標）ＰＴＰ」、「Baytron（
登録商標）ＰＬＳ」、「Baytron（登録商標）ＰＨＳ」、「Baytron（登録商標）ＰＨＣＶ
４」などを挙げることができる。これらの導電性ポリマーのほかに、一般的な導電性ポリ
マーとして、例えば、ポリアセチレン、ポリパラフェニレン、ポリフェニレンビニレン、
ポリピロール、ポリ（３－メチルチオフェン）、ポリアニリン、ポリチオフェン、ポリチ
エニレンビニレン、ポリフルオレン、ポリアセンなどがこの発明における導電性ポリマー
として例示することができる。これら導電性ポリマーを、この発明の導電性向上方法で処
理すると、処理後の導電性ポリマーの粒子径が処理前の導電性ポリマーの粒子径よりも小
さくなっている。確実な理論的根拠は未だ確かめられていないが、この発明の方法で処理
された導電性ポリマーはその粒子径が小さくなることにより、分子鎖内の伝導、分子鎖間
の伝導、粒子間の伝導における、導電性の原因である電子の移動距離が短縮されているも
のとも思われる。
【００１２】
　前記導電性ポリマーと混合する水としては、イオン交換水及び超純水などを挙げること
ができる。
【００１３】
　水と導電性ポリマーとの耐圧容器内における混合割合は、通常の場合、前記導電性ポリ
マー１質量部に対して水５０～１００００質量部、好ましくは水２０～２０００質量部で
ある。前記導電性ポリマーに対する水の量が前記範囲を外れて多すぎると容器上部に導電
性ポリマーが浮かんで反応しなかったり、少なすぎると十分反応しなかったりすることが
あって好ましくないことがある。また、前記水の混合割合が前記範囲を下回ると、分散・
微粒子化操作時に水分が失われて乾燥するので、導電性ポリマーが萎縮してしまうといっ
た不都合を生じることがあり、前記配合割合を上回ると、処理物の水分散濃度が薄くなっ
てそのまま利用することができず、利用するのに濃度調整を行わなければならないといっ
た不都合を生じることもある。



(4) JP 5243067 B2 2013.7.24

10

20

30

40

50

【００１４】
　前記導電性ポリマーとして前記Baytronを採用する場合、このBaytronは導電性ポリマー
を１～１．３質量％の割合で含有する水ディスパーション、つまり水分散液であるから、
Baytronを使用する場合には、水とBaytronとの配合量比は、Baytronの単位容積に対して
水を０．５～３容積比、好ましくは１～２容積比を挙げることができる。
【００１５】
　前記導電性ポリマーに対する相溶性を有する有機溶剤としては、エチレングリコール、
Ｎ，Ｎ－ジメチルホルムアミド、ジメチルスルホキシド（ＤＭＳＯ）、Ｎ－メチルピロリ
ドンなどを好適例として挙げることができる。
【００１６】
　前記導電性ポリマーに対する前記有機溶剤の配合量としては、通常の場合、水と前記導
電性ポリマーとを混合して得られる混合物に対して１～１０質量％となるように、好まし
くは３～６質量％となるように調製して決定するのが良い。前記有機溶剤の配合量が前記
範囲を下回ると、導電性の向上が期待されないといった不都合を生じることがあり、前記
範囲を上回ると、処理物を目的用途に利用しようとする際に、余剰の添加剤の影響が現わ
れて膜を形成することができないことがあり、又は、コーティング時に膜が不均一になっ
たりコーティングを円滑に行えなくなったりといった不都合を生じることがある。
【００１７】
　耐圧容器内における水と二酸化炭素との混合割合は、通常の場合、水１０ｍｌに対して
二酸化炭素８０～５００ｇ、好ましくは９５～４００ｇである。
【００１８】
　この発明の方法においては、耐圧容器内に二酸化炭素と水と前記導電性ポリマーと前記
有機溶剤とを存在させる。耐圧容器内に、二酸化炭素と水と前記導電性ポリマーと前記有
機溶剤とを投入する順序に制限がない。また、耐圧容器内に投入する以前に、前記導電性
ポリマーと前記有機溶剤と水とを混合しておき、得られる混合物を耐圧容器に投入するよ
うにしてもよい。
【００１９】
　多くの場合は、耐圧容器内に水、前記導電性ポリマー、及び前記有機溶剤を装填し、二
酸化炭素が圧入される。耐圧容器内が、二酸化炭素が超臨界状態となる条件に維持される
。通常の場合、耐圧容器内の圧力を７～２５ＭＰａ、好ましくは９～１５ＭＰａにし、耐
圧容器内の温度が８５～１１０℃、好ましくは９５～１０５℃に維持される。また、耐圧
容器内の二酸化炭素を超臨界状態に維持する時間は、通常の場合、０．５～３時間であり
、好ましくは１～２時間である。なお、耐圧容器の形状については、前記二酸化炭素が超
臨界状態となり得る前記条件を満たす限り特に制限がなく、例えばタンク、並びに直管及
び蛇管などのチューブ等を例示することができる。
【００２０】
　この発明の方法では、耐圧容器内を二酸化炭素の超臨界状態に維持した後に、耐圧容器
内を常圧に戻す。通常の場合、耐圧容器内の二酸化炭素を大気中に放出する。すると、耐
圧容器内には、水と導電性ポリマーと有機溶媒との混合物が残留する。用途によってはこ
の混合物を使用することができ、また、用途によっては単離した導電性ポリマーを使用す
る必要があるときには、前記混合物を通常の公知の分離手段例えば濾過手段に供して導電
性ポリマーを分離することもある。
【００２１】
　この発明の方法により得られる導電性ポリマーは、耐圧容器に投入する以前の導電性ポ
リマーの形態が塊状物、破砕物、顆粒状、粒状等の大形状を有する物である場合、微粒子
状に変化している。この発明の方法により微粒子状になっている導電性ポリマーの平均粒
子径は、通常の場合、０．０２～０．０５μｍになっている。なお、対象物の平均粒子径
は、粒度分布測定装置例えば日機装株式会社製の「マイクロトラック」で測定されること
ができる。
【００２２】
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　また、この発明の方法を適用する対象物である導電性ポリマーが、ポリスチレンスルホ
ン酸とポリ－３，４－エチレンジオキシチオフェンとの混合物である場合、この導電性ポ
リマー中に含まれるポリスチレンスルホン酸の分子内に存在する－ＳＯ３

－がポリ－３，
４－エチレンジオキシチオフェンにイオン結合しているので、この導電性ポリマーは水に
より膨潤して水膨潤性ポリマーを形成する。この水膨潤性ポリマーは分子中にイオン性の
官能基－ＳＯ３

－を備えるので、この発明の方法における耐圧容器に投入される以前の導
電性ポリマーが水により膨潤するのは、導電性ポリマー中のイオン性の官能基と水分子と
が結合することによると考えられる。この導電性ポリマーを耐圧容器に投入してこの発明
の方法を適用して、耐圧容器内で、導電性ポリマーと水分子との存在下で二酸化炭素を超
臨界状態にすると、超臨界二酸化炭素の密度は、液体の性質を保ちつつ、気体の密度に近
づくためポリマーなどを透過し易い状態となる。よって、導電性ポリマーにおける高分子
間に二酸化炭素が透過し、通過する際に水分子も一緒に浸入し、次いで耐圧容器内を常圧
に戻すと、二酸化炭素が瞬時に気体となり、しかも水の容積が増大することにより二酸化
炭素が気体となって抜け出た後ポリマーの分子内に水が残っているので、導電性ポリマー
中の高分子における主鎖切断が発生し、その結果として微粒子状の導電性ポリマーが形成
されるものと推察される。主鎖切断の発生が、耐圧容器内に投入された導電性ポリマーの
微粒子化に寄与するものと推察される。
【００２３】
　この発明の方法において興味深いのは、この発明の方法により処理された導電性ポリマ
ーは、処理前の導電性ポリマーに比べて導電性が格段に向上している。具体的には、この
発明の方法により処理された導電性ポリマーは、その抵抗値が、処理前の導電性ポリマー
の抵抗値よりも、１／１０以上も低下している。このように、超臨界状態にある二酸化炭
素と水とこの導電性ポリマーと特定の有機溶剤とを接触させると、処理後の導電性ポリマ
ーの抵抗値が低下する理由は、以下のようであると推測される。この発明においては、例
えばBaytronなどの導電性ポリマーを超臨界二酸化炭素条件下で微粒子とし、かつ、相溶
性のある有機溶剤を加えることにより、Baytronなどの導電性ポリマーの微粒子が気体及
び液体の性質を有する超臨界状態の二酸化炭素と有機溶剤とに接触すると、前記微粒子内
に前記超臨界状態の二酸化炭素と有機溶剤とが通過し、浸透するので、微粒子の内部の奥
深くまで二酸化炭素及び有機溶剤が到達することになる。その結果、Baytronを始めとす
る導電性ポリマーの導電性がさらに向上するものと推測される。
【００２４】
　次に図面を参照しながら、この発明の方法を概説する。
【００２５】
　図１は、この発明を実施するのに好適な一例である高導電性化処理装置の概略図を示し
ている。図１に示されるように、高導電性化処理装置１は、耐圧容器２と、二酸化炭素ボ
ンベ３と、水貯留タンク４と、バルブ５とを備えて成る。
【００２６】
　耐圧容器２は、ポリスチレンスルホン酸の水溶液中で３，４－エチレンジオキシチオフ
ェンを重合することにより得られて成る導電性ポリマーと水と前記導電性ポリマーに対す
る相溶性を有する有機溶剤と二酸化炭素とを収容し、二酸化炭素を超臨界状態にすること
が可能であればよい。耐圧容器２は、耐圧容器２内を攪拌する攪拌器２Ａを備えているこ
とが好ましい。なお、耐圧容器２の後段には、バルブ５が接続されている。
【００２７】
　二酸化炭素ボンベ３は、二酸化炭素ガスを貯留し、前記耐圧容器２に二酸化炭素ガスを
供給する。二酸化炭素ボンベ３は、耐圧容器２の前段に接続されている。二酸化炭素ボン
ベ３及び耐圧容器２の間には、ポンプ３Ａと、バルブ３Ｂとがこの順に接続されている。
【００２８】
　水貯留タンク４は、純水を貯留し、前記耐圧容器に前記純水を供給する。水貯留タンク
４は、耐圧容器２の前段に接続されている。水貯留タンク４及び耐圧容器２の間には、ポ
ンプ４Ａと、バルブ４Ｂとがこの順に接続されている。
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【００２９】
　前記高導電性化処理装置１を使用した際の導電性向上方法を図１及び図２を参照して、
説明する。
【００３０】
　まず、耐圧容器２内に所定量の導電性ポリマーが投入される（図２（Ａ）参照）。
【００３１】
　次に、ポンプ３Ａ及びバルブ３Ｂを作動させて、二酸化炭素ボンベ３から前記耐圧容器
２に超臨界状態となる二酸化炭素を供給する（図２（Ｂ）参照）。
【００３２】
　さらに、ポンプ４Ａ及びバルブ４Ｂを作動させて、水貯留タンク４から前記耐圧容器２
に純水を供給する（図２（Ｃ）参照）。なお、耐圧容器内に供給する純水と二酸化炭素と
についてはいずれを先にしても後にしても、或いは同時であってもよい。
【００３３】
　次に、耐圧容器２内を昇圧及び昇温することにより、耐圧容器２内に供給された二酸化
炭素が超臨界状態にされる。必要に応じて耐圧容器内２内に更に二酸化炭素が圧入される
。この際、攪拌器２Ａを適宜、作動させて、超臨界状態となる二酸化炭素及び純水を混合
する（図２（Ｄ）参照）。その後、二酸化炭素を超臨界状態で所定時間保持する（図２（
Ｅ）参照）。
【００３４】
　バルブ５を作動させて、耐圧容器２内を減圧して常圧に戻す。減圧後、常圧に戻された
耐圧容器２内から二酸化炭素ガスがバルブ５を通じて大気に放出される。耐圧容器２内に
水と有機溶剤と処理後の導電性ポリマーとが残留する。耐圧容器２内の水と有機溶剤と処
理後の導電性ポリマーとの混合物から、適宜の分離手段により処理後の導電性ポリマーを
回収する。
【００３５】
　上記したように、導電性ポリマーと前記二酸化炭素及び純水とを混合させた後、前記二
酸化炭素を超臨界状態とすると、純水自体も超臨界状態に近い状態になると推測される。
超臨界状態を実現する高圧から常圧に戻すことにより、二酸化炭素は、超臨界状態から通
常のガス状の二酸化炭素に戻る。
【００３６】
　なお、図１に示される高導電性化処理装置１の代わりに、別の装置構成を有する高導電
性化処理装置を採用し、その一例を図３に示すことができる。
【００３７】
　図１に示される部材乃至装置と図３に示される部材乃至装置が同じであるものについて
は同じ数字を付してその説明を省略する。図３に示される高導電性化処理装置１が示す高
導電性化処理装置１が図１に示される高導電性化処理装置１と相違するところは、バルブ
３Ａの下流側にパイプを介して第２耐圧容器６が設けられ、この第２耐圧容器６の内部は
、バルブ７を有するパイプを通じて耐圧容器２に連通されており、耐圧容器２の下流側に
はコイル状に巻回されたコイル状反応器８が結合され、この耐圧容器２の内容物を前記コ
イル状反応器８に供給することができるようにこの耐圧容器２と前記コイル状反応器８と
を結合する配管に、バルブ４Ｂから延在するパイプに接続されていることである。
【００３８】
　図３に示される高導電性化処理装置１にあっては、二酸化炭素ボンベ３から二酸化炭素
を第２耐圧容器６に供給して、第２耐圧容器６内を所定温度に加熱することによりこの第
２耐圧容器２内で二酸化炭素を超臨界状態にしておく。一方、前記耐圧容器２内に所定量
の導電性ポリマー及び有機溶剤を装填しておく。次いで、この耐圧容器２内に第２耐圧容
器６から超臨界状態の二酸化炭素を供給することにより、耐圧容器２内で導電性ポリマー
に超臨界状態の二酸化炭素、及び有機溶剤を接触させる。次いで、この耐圧容器２内に存
在する超臨界状態の二酸化炭素、導電性ポリマー及び有機溶剤との混合物をコイル状反応
器８に送り出すとともに、前記水貯留タンク４内の水をポンプ４Ａにより開放状態のバル
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ブ４Ｂを通じてコイル状反応器８に送り込む。コイル状反応器８内を、超臨界状態の二酸
化炭素、導電性ポリマー、水、及び有機溶剤が混合状態となって通過していき、このコイ
ル状反応器８内を通過する間に、導電性ポリマーの微粒子化と高導電性化とを達成するこ
とができる。このコイル状反応器８は、前記導電性ポリマーの微粒子化と高導電性化を達
成するのに必要な滞留時間を確保できるように、そのコイルの長さ、コイルの内径などが
決定され、また、コイル中を流通する流体の流速が適宜に決定される。
【実施例】
【００３９】
　以下、実施例及び比較例を挙げて、この発明をより具体的に説明する。なお、この発明
は実施例の内容に限定されるものではない。
【００４０】
　（実施例１）
　図１に示すように、まず、内容積５００ｍＬの耐圧容器２内に、処理前の平均粒径が０
．４μｍである導電性ポリマー（商品名：Baytron P）１ｗ／ｏの水ディスパーション液
１０ｍＬと純水９ｇとＤＭＳＯ １．１ｇとを装入した。
【００４１】
　次に、耐圧容器２内を１００℃に加熱すると共に二酸化炭素ガス３０８ｇを圧入して１
０ＭＰａの圧力にし、耐圧容器２内に供給された二酸化炭素ガスを超臨界状態にした。こ
の際、攪拌器２Ａを適宜、作動させて、超臨界状態となる二酸化炭素及び純水を混合した
。その後、二酸化炭素ガスを超臨界状態で、１時間保持した。
【００４２】
　１時間の経過後にバルブ５を作動させて、耐圧容器２内を常圧に戻した。耐圧容器２内
が常圧に戻ると、耐圧容器２内には水とＤＭＳＯと処理後の導電性ポリマーとの混合物が
残留した。耐圧容器２内の混合物を取り出し、水ディスパーションで利用する場合はその
ままとし、粒子として利用する場合、濾過操作により処理後の導電性ポリマーを回収した
。
【００４３】
　耐圧容器２に装入される以前のこの導電性ポリマーの粒度分布を粒度分布測定装置（マ
イクロトラック、日機装株式会社製）で測定した。
【００４４】
　回収された導電性ポリマーつまり処理後の導電性ポリマーの平均粒径を粒度分布測定装
置（マイクロトラック、日機装株式会社製）で測定したところ、平均粒径が０．０５μｍ
であった。この回収された導電性ポリマーの粒径は０．０２～０．０５μｍの狭い範囲に
分布していた。
【００４５】
　回収された導電性ポリマーの導電性を評価するために、その抵抗値を表面抵抗率計によ
り測定したところ、０．６０７×１０３Ω／□であった。また、処理前の導電性ポリマー
の抵抗値は、１０６Ω／□であった。
【００４６】
　（比較例１）
　実施例１で使用された導電性ポリマー（商品名：Baytron P）１ｗ／ｏ水ディスパーシ
ョン液１０ｍＬとＤＭＳＯ １．１ｇとを混合して５０～１００℃で乾燥し、その後、製
膜操作を実施した。この導電性ポリマーの抵抗値を前記実施例１と同様にして測定したと
ころ、１０４Ω／□であった。
【００４７】
　これら実施例１及び比較例１の結果から、この発明に係る導電性向上方法によると、劇
的に抵抗値を低下させることができ、換言すると導電性を向上させることができる。しか
もこの発明にかかる導電性向上方法で処理された導電性ポリマーは微粒子化されているの
で、製膜時の膜表面の平滑度の向上という利点があり、その利点を発揮して導電性高分子
型コンデンサーの電極や、有機エレクトロルミネッセンスといった用途に好適に供される
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ことができる。
【００４８】
　（実施例２、３）
　実施例２においては、実施例１におけるＤＭＳＯ １．１ｇの代わりにＮＭＰ（Ｎ－メ
チルピロリドン）１．０３ｇを用い、実施例３においては、実施例１におけるＤＭＳＯ 
１．１ｇの代わりにエチレングリコール１．１１ｇを用いた外は前記実施例１と同様に実
施した。
【００４９】
　その結果、実施例２として溶媒としてＮＭＰを用いた場合の導電性ポリマーの導電率は
０．７４１×１０３Ω／□、実施例３として溶媒としてエチレングリコールを用いた場合
の導電性ポリマーの導電率は０．９６５×１０３Ω／□であった。実施例１、２、３の結
果からすると、溶媒としてＤＭＳＯを用いるのが好ましいと言える。
【００５０】
　（実施例４）
　前記実施例１における導電性ポリマー（商品名：Baytron P）を導電性ポリマー（商品
名：Baytron　PHCV4）に代えた他は前記実施例１と同様にして実施した。
【００５１】
　前記実施例１と同様にして処理後の導電性ポリマー（商品名：Baytron　PHCV4）の抵抗
値を測定したところ、その抵抗値は２００Ω／□であった。また、処理前の導電性ポリマ
ーの抵抗値は０．２２７×１０４Ω／□であった。
【００５２】
　（比較例２）
　前記比較例１における導電性ポリマー（商品名：Baytron P）を導電性ポリマー（商品
名：Baytron　PHCV4）に代えた他は前記比較例１と同様にして実施した。
【００５３】
　前記実施例１と同様にして処理後の導電性ポリマー（商品名：Baytron　PHCV4）の抵抗
値を測定したところ、その抵抗値は１０３Ω／□であった。
【００５４】
　（実施例５、６）
　実施例５においては、実施例４におけるＤＭＳＯ １．１ｇの代わりにＮＭＰ（Ｎ－メ
チルピロリドン）１．０３ｇを用い、実施例６においては、実施例４におけるＤＭＳＯ 
１．１ｇの代わりにエチレングリコール１．１１ｇを用いた外は前記実施例１と同様に実
施した。
【００５５】
　その結果、実施例５として溶媒としてＮＭＰを用いた場合の導電性ポリマーの導電率は
０．８３０×１０３Ω／□、実施例６として溶媒としてエチレングリコールを用いた場合
の導電性ポリマーの導電率は１．０９３×１０３Ω／□であった。実施例４～６の結果か
らすると、溶媒としてＤＭＳＯを用いるのが好ましいと言える。
【００５６】
　（実施例７～９）
　実施例７～９においては、実施例１における導電性ポリマー（商品名：Baytron P）１
ｗ／ｏの水ディスパーション液１０ｍＬの代わりにポリアニリン４～８ｗ／ｏの水ディス
パーション液１０ｍＬを使用した外は前記実施例１～３と同様に実施した。
【００５７】
　その結果、有機溶媒としてＤＭＳＯを採用する実施例７では導電性ポリマーの導電率は
０．３６３×１０３Ω／□、有機溶媒としてＮＭＰを採用する実施例８では導電性ポリマ
ーの導電率は０．９８８×１０３Ω／□、有機溶媒としてエチレングリコールを採用する
実施例９では導電性ポリマーの導電率は１．１４７×１０３Ω／□であった。
【００５８】
　これらの結果からすると、溶媒としてＤＭＳＯを用いるのが好ましく、また、ポリアニ
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リンについても導電率の向上効果が確認された。
【図面の簡単な説明】
【００５９】
【図１】図１は、この発明に係る高導電性化処理装置の概略図である。
【図２】図２は、耐圧容器内の状態を示す概略図である。
【図３】図３は、この発明に係る高導電性化処理装置の他の例を示す概略図である。
【符号の説明】
【００６０】
　１　　高導電性化処理装置
　２　　耐圧容器
　２Ａ　攪拌器
　３　　二酸化炭素ボンベ
　３Ａ　ポンプ
　３Ｂ　バルブ
　４　　水貯留タンク
　４Ａ　ポンプ
　４Ｂ　バルブ
　５　　バルブ
　６　　第２耐圧容器
　７　　バルブ
　８　　コイル状反応器

【図１】

【図２】

【図３】
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